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２ 税・保険料等の減免・納付猶予制度、上下水道料金の 

納付猶予制度 

（１）町税における納付の猶予

内容 

新型コロナウイルス感染症の影響により、収入の減少があった

方などについて、一定の要件に該当する場合は、申請により、１

年以内の期間に限り、町税の納税の猶予が認められる場合があり

ます。 

【対象となる税目】 

令和２年２月１日～令和３年１月３１日に納期限が到来する

（納期限が延長された場合は延長後の期限）個人住民税、法人

町民税、固定資産税、軽自動車税 

※猶予期間内における途中での納付や分割納付も可能です。

※上記のうち、すでに納期限が過ぎている未納の町税についても

さかのぼって、この制度を利用できる場合があります。

※国税や道税についても、猶予を受けられる場合があります。詳

細は各機関へお問い合わせください。

対象 

下記①②のいずれも満たす納税者・特別徴収義務者（個人法人の

別、規模は問わない） 

① 令和２年２月以降の任意の期間（１カ月以上）に、収入が前

年同期に比べておおむね２０％以上減少していること。

② 一時に納付し、または納入を行うことが困難であること。

※その他にも新型コロナウイルスに感染した場合や財産に相当な

損失が生じた場合、事業を休廃止した場合で、納期限までに猶

予申請をすると、猶予が認められる場合があります。

申請 

受付期間 

令和２年６月３０日または納期限（納期限が延長された場合は延

長後の期限）までのいずれか遅い日まで 

必要なもの ①印鑑②収入や現預金等の状況がわかる資料

問い合わせ 

住民課 税務グループ    ２６－７８７１ 

（国税）苫小牧税務署   ０１４４－３２－３１６５ 

（道税）苫小牧道税事務所 ０１４４－３２－５１９１ 
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（２）新中小企業等に係る令和３年度固定資産税の軽減 

内容 

中小事業者等が新型コロナウイルス感染症の影響により、収入

が減少した場合、申告により令和３年度固定資産税が軽減される

場合があります。 

対象者 

新型コロナウイルス感染症の影響で事業収入が減少している中

小事業者等 

※中小事業者等とは、従業員１，０００人以下の個人事業者、ま

たは租税特別措置法第４２条の４第８項第７号に規定する中小

企業者に該当する法人

対象資産 

①中小事業者等が所有し、事業の用に供する家屋（減価償却費が

事業所得の計算上、必要経費に算入されるものに限ります。）

②中小事業者等が所有する償却資産

軽減率 

令和２年２月～１０月の間における連続する３カ月の期間の事

業に係る収入の合計額が、前年同期に比べ 

５割以下となった場合は、全額軽減 

５割～７割となった場合は、２分の１に軽減 

申告 

受付期間 
令和３年１月６日（水）～１月２９日（金）（予定） 

必要なもの 詳細が決まりましたら、広報紙などでお知らせします。 

問い合わせ 
住民課 税務グループ  ２６－７８７１

（総合ケアセンターゆくり内） 
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（３）国民健康保険料の猶予

内容 

新型コロナウイルス感染症の影響により、国民健康保険料の納

付が困難と認められる場合で、一定の要件に該当する場合は、申

請により、納付の猶予が適用される場合があります。 

申請しようとする方の個別具体的な状況に応じて適用される制

度の内容や手続きを案内しますので、下記の問い合わせ先にご相

談ください。 

対象 
新型コロナウイルス感染症の影響で保険料を納めることが困難

と認められる方 

必要なもの 

① 被保険者証

② 猶予を受けようとする理由を証明する書類

③ 印鑑など

申請 

受付期間 

原則、納付の猶予を受けようとする保険料の納期限より前にご

相談ください。 

問い合わせ 
住民課 税務グループ  ２６－７８７１

（総合ケアセンターゆくり内） 
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（４）新国民健康保険料の減免 

内容 

新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険

者に係る国民健康保険料を減免します。

 

【減免の対象となる国民健康保険料】 

令和２年２月１日～令和３年３月３１日の納期限のもの  

対象 

下記①、②のいずれかに該当する世帯 

① 新型コロナウイルス感染症に感染したことにより、主たる生計

維持者が死亡し、または重篤な疾病を負った

② 新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の

事業収入、不動産収入、山林収入または給与収入（以下「事業

収入等」という。）の減少が見込まれ、次のすべてに該当する

場合

ア 主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額（保険

金、損害賠償金等により補填されるべき金額を控除した額）

が前年の当該事業収入等の額の１０分の３以上であること。

イ 主たる生計維持者の令和元年度中の合計所得金額が

１，０００万円以下であること。

ウ 主たる生計維持者の令和元年中の合計所得金額のうち、事業

収入等に係る所得以外の所得の金額が４００万円以下である

こと。

※１０分の３以上の減少が見込まれる事業収入等に係る令和元

中の所得が０円以下のときは、保険料減免の対象外です。

減免の割合 

①の場合…全額

②の場合…対象保険料×減免割合

■対象保険料＝A×B÷C

A：当該世帯の被保険者全員について算定した保険料

B：主たる生計維持者の減少することが見込まれる事業収入等に

係る令和元年の所得金額 

C：被保険者の属する世帯の主たる生計維持者及び当該世帯に属

する全ての被保険者につき算定した令和元年の合計所得金額 
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■減免割合

令和元年の合計所得金額 減免の割合 

３００万円以下 

事業等の廃止・失業の場合 
１０分の１０ 

４００万円以下 １０分の８ 

５５０万円以下 １０分の６ 

７５０万円以下 １０分の４ 

１，０００万円以下 １０分の２ 

必要なもの 

・印鑑

【対象①の場合】 

医師の診断書等、感染した事実が確認できる書類の写し 

【対象②の場合】 

・主たる生計維持者の減少する収入が給与所得以外の場合は、令

和元年の収入額がわかる確定申告書の写し

・主たる生計維持者の令和２年中の帳簿や給与明細書等の写し

（ただし、主たる生計者の収入減少の要因が、失業・事業の廃止

等の場合は「退職証明書」や「事業廃止届書」等の写し） 

申請 

受付期間 
令和２年７月１３日（月）～令和３年３月３１日（水） 

問い合わせ 
住民課 町民生活グループ、税務グループ  ２６－７８７１

（総合ケアセンターゆくり内）  
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新型コロナウイルス感染症による保険料減免の簡易フローチャート 

新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の令和２年収入が減少した（減少見込） 

はい いいえ 

新型コロナウイルス感染症による 

保険料減免の対象外です 

主たる生計維持者が新型コロナウイルス感染症に

より死亡した、または重篤な傷病を負った 

いいえ はい 

主たる生計維持者が新型コロナウイルス感染症の影響で、会社都合により離職

し、雇用保険の失業給付を受けた（非自発的失業） 

※離職時点で 65 歳未満

※雇用保険受給者資格証の離職理由「11・12・21・22・23・31・32・33・34」の方

非自発的失業者の軽減制度の適用

により保険料を軽減します 

主たる生計維持者について、給与収入のほかに 

事業収入、不動産収入、山林収入の減少が見込まれ

る

【収入減少基準】 ①②③全ての条件を満たす 

基準① 主たる生計維持者のいずれかの収入が令和元年と比べて３割以上減少見込 

 （給与収入、事業収入、不動産収入、山林収入） 

基準② 主たる生計維持者の令和元年の合計所得金額が 1,000 万円以下 

基準③ 主たる生計維持者の減少が見込まれる所得以外の令和元年の所得が 

400 万円以下 

新型コロナウイルス感染症による 

保険料減免の対象外です 

申請により 

保険料が免除または減額となります 

はい 

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

いいえ 
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（５）後期高齢者医療保険料の猶予

内容 

新型コロナウイルス感染症の影響で収入に相当の減少があった

場合などにより、保険料の納付が困難な方は、申請により、一定

期間保険料の納付が猶予される場合があります。 

対象 

新型コロナウイルス感染症の影響で保険料を納めることが困難

と認められる方（詳細な要件等は下記担当までお問い合わせくだ

さい。） 

必要なもの 

① 後期高齢者医療保険料減免申請書

② 被保険者証

③ 印鑑

④ 理由、所得を証明するもの

申請 

受付期間 

原則、納付の猶予を受けようとする保険料の納期限より前にご相

談ください。 

問い合わせ 

住民課 町民生活グループ    ２６－７８７１ 

（総合ケアセンターゆくり内）  

北海道後期高齢者医療広域連合 ０１１－２９０－５６０２ 
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（６）新後期高齢者医療保険料の減免 

内容 

新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した世帯に

係る後期高齢者医療保険料を減免します。 

【対象】 

令和２年２月１日～令和３年３月３１日の納期限のもの 

対象 

下記①、②のいずれかに該当する世帯 

① 新型コロナウイルス感染症に感染したことにより、主たる生計

維持者が死亡し、または重篤な傷病を負った

② 新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の

事業収入、不動産収入、山林収入または給与収入（以下「事業

収入等」という。）の減少が見込まれ、次のすべてに該当する

場合

ア 主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額（保険

金、損害賠償金等により補填されるべき金額を控除した額）

が前年の当該事業収入等の額の１０分の３以上であること。

イ 主たる生計維持者の令和元年度中の合計所得金額が

１，０００万円以下であること。

ウ 主たる生計維持者の令和元年中の合計所得金額のうち、事業

収入等に係る所得以外の所得の金額が４００万円以下である

こと。

※１０分の３以上の減少が見込まれる事業収入等に係る令和元

中の所得が０円以下のときは、保険料減免の対象外です。

減免の割合 

①の場合…全額

②の場合…対象保険料×減免割合

■対象保険料＝A×B÷C

A：７５歳以上の方の平成３１年度保険料額（令和２年２月１

日以降に納期限が設定されているもの）および令和２年度

保険料額 

B：世帯の主たる生計維持者の減収が見込まれる収入にかかる令

和元年の所得の合計額 
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 C：世帯の令和元年の所得の合計額（世帯の主たる生計維持者お

よび世帯の被保険者の合計額） 

■減免割合 

令和元年の合計所得金額 減免の割合 

３００万円以下 

事業等の廃止・失業の場合 
１０分の１０ 

４００万円以下 １０分の８ 

５５０万円以下 １０分の６ 

７５０万円以下 １０分の４ 

１，０００万円以下 １０分の２ 

  

必要なもの 

・印鑑 

【対象①の場合】 

医師の診断書等、感染した事実が確認できる書類の写し 

【対象②の場合】 

・主たる生計維持者の減少する収入が給与所得以外の場合は、令

和元年の収入額がわかる確定申告書の写し 

・主たる生計維持者の令和２年中の帳簿や給与明細書等の写し

（ただし、主たる生計者の収入減少の要因が、失業・事業の廃止     

等の場合は「退職証明書」や「事業廃止届出書」等の写し）  

申請 

受付期間 
令和２年７月１３日（月）～令和３年３月３１日（水） 

問い合わせ 
住民課 町民生活グループ  ２６－７８７１ 

（総合ケアセンターゆくり内）  
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（７）介護保険料の猶予 

内容 

新型コロナウイルス感染症の影響で収入に相当の減少があった

とき、保険料の納付が困難な方は、申請により、一定期間保険料

の納付が猶予される場合があります。 

申請しようとする方の個別具体的な状況に応じて適用される制

度の内容や手続きを案内しますので、下記の問い合わせ先にご相

談ください。 

対象 
新型コロナウイルス感染症の影響で保険料を納めることが困難

と認められる被保険者 

必要なもの 

① 被保険者証 

② 猶予を受けようとする理由を証明する書類 

③ 印鑑など 

申請 

受付期間 

原則、納付の猶予を受けようとする保険料の納期限より前にご

相談ください。 

問い合わせ 
住民課 福祉グループ    ２６－７８７２ 

（総合ケアセンターゆくり内）  
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（８）新介護保険料の減免 

内容 

新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した世帯に

係る介護保険料を減免します。 

【減免の対象となる介護保険料】 

令和２年２月１日～令和３年３月３１日の納期限のもの 

対象 

下記①、②のいずれかに該当する第１号被保険者（６５歳以上の

方） 

① 新型コロナウイルス感染症に感染したことにより、主たる生計

維持者が死亡し、または重篤な傷病を負った 

② 新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の

事業収入、不動産収入、山林収入または給与収入（以下「事業

収入等」という。）の減少が見込まれ、次のすべてに該当する

場合 

 ア 主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額（保険

金、損害賠償金等により補填されるべき金額を控除した額）

が前年の当該事業収入等の額の１０分の３以上であること。 

イ 主たる生計維持者の令和元年中の合計所得金額のうち、事業

収入等に係る所得以外の所得の金額が４００万円以下である

こと。 

減免の割合 

①の場合…全額 

②の場合…対象保険料×減免割合 

■対象保険料＝A×B÷C 

 A：当該第１号被保険者の保険料額 

 B：主たる生計維持者の減少することが見込まれる事業収入等に

係る前年所得額 

 C：主たる生計維持者の前年の合計所得金額 
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■減免割合 

令和元年の合計所得金額 減免の割合 

２００万円以下 

事業等の廃止・失業の場合 
１０分の１０ 

２００万円を超えるとき １０分の８ 

  

必要なもの 

・印鑑 

【対象①の場合】 

医師の診断書等、感染した事実が確認できる書類の写し 

【対象②の場合】 

・主たる生計維持者の減少する収入が給与所得以外の場合は、令

和元年の収入額がわかる確定申告書の写し 

・主たる生計維持者の令和２年中の帳簿や給与明細書等の写し

（ただし、主たる生計者の収入減少の要因が、失業・事業の廃止     

等の場合は「退職証明書」や「事業廃止届出書」等の写し）  

申請 

受付期間 
令和２年７月１３日（月）～令和３年３月３１日（水） 

問い合わせ 
住民課 福祉グループ  ２６－７８７２ 

（総合ケアセンターゆくり内）  
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新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の令和２年収入が減少した（減少見込） 

新型コロナウイルス感染症による 

保険料減免の対象外です 

主たる生計維持者が新型コロナウイルス感染症により

死亡した、または重篤な傷病を負った第 1号被保険者 

新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の事業収入、不動産収入、

山林収入または給与収入の減少が見込まれ、次のいずれにも該当する第 1号被保険者 

 

 

①②両方の条件を満たす 

基準① 主たる生計維持者のいずれかの収入が令和元年と比べて３割以上減少見込 

    （給与収入、事業収入、不動産収入、山林収入） 

基準② 主たる生計維持者の減少が見込まれる所得以外の令和元年の所得が 

400 万円以下 

 

新型コロナウイルス感染症による 

保険料減免の対象外です 

申請により 

保険料が免除または減額となります 

新型コロナウイルス感染症による 

保険料減免の対象外です 

新型コロナウイルス感染症による保険料減免の簡易フローチャート 

はい いいえ 

はい いいえ 

はい 

いいえ 

はい いいえ 
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（９）国民年金保険料の免除・納付猶予 

内容 

失業、事業の休止・廃止等により、国民年金保険料の納付が困

難な場合については、一定の要件に該当する方は、申請により、

国民年金保険料の全部または一部が免除されたり、納付が猶予さ

れる場合があります。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響による臨時特例措置と

して、失業や業の廃止に至らないまでも、収入が減少した方で、

当年中の所得（見込み）が、従来の免除基準に該当する水準にな

ることが見込まれる場合は、保険料の免除または納付猶予される

場合があります。 

※ 免除等の可否判断は日本年金機構が行います。免除・納付猶

予の承認基準等については、日本年金機構のホームページで

ご確認ください。 

対象 

① 国民年金保険料の納付が困難な方 

② 臨時特例手続きの対象者は、次の２点をいずれも満たす方 

 ア 令和２年２月以降に、新型コロナウイルス感染症の影響に

より収入が減少したこと。 

 イ 令和２年２月以降の所得等の状況から見て、当年中の所得

の見込みが、現行の国民年金保険料の免除等に該当する水準

になることが見込まれること。 

必要なもの 

① 国民年金保険料免除・納付猶予申請書 

② マイナンバーカードまたは基礎年金番号のわかるもの（年金

手帳など） 

③ 所得の申立書（臨時特例による免除申請を希望する場合） 

④ 失業、事業の廃止または休止の届け出をしたことがわかる公

的機関の証明書（失業等による申請の場合） 

申請 

受付期間 

申請の期限は、毎月の国民年金保険料の納付期限から２年です

が、できるだけ速やかに申請してください。 

問い合わせ 

住民課 町民生活グループ     ２６－７８７１ 

（総合ケアセンターゆくり内） 

日本年金機構苫小牧年金事務所  ０１４４－３６－６１３５ 
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（１０）上下水道・浄化槽使用料金の納付猶予 

内容 

新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に上下水道・

浄化槽使用料のお支払いが困難となっている方は、支払いの猶予

についてご相談をお受けします。 

※すでに入金済の場合は、対象となりません。 

対象 一時的に上下水道・浄化槽使用料の支払いが困難となった方 

必要なもの 相談時にお知らせします。 

申請 

受付期間 
猶予を受けようとする期間より前にご相談ください。 

問い合わせ 建設課 上下水道グループ  ２７－２３２６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


